
金融商品取引法の「特定投資家」制度と移行に係る「期限日」について 
 
◆特定投資家制度 
お客様を「特定投資家（プロ）」と「一般投資家（アマ）」に分け、特定投資家とのお取引

に関しては、一般投資家とのお取引に課される様々な行為規制（契約締結時の書面交付、

不招請勧誘の禁止等）が除外されます。 
 
◆特定投資家（プロ）」と「一般投資家（アマ）」の区分 
区分 移行について 
国、日本銀行、適格機関投資家 一般投資家に移行できない 
地方公共団体、上場会社、資本金 5 億円以上

の株式会社、外国法人等 
申出により一般投資家に移行可能な特定投

資家 
特定投資家以外の法人、純資産及び投資性金

融資産がいずれも 3 億円以上と見込まれる

個人、任意組合の運営者等 

申出を受け弊社が承認をした場合のみ特定

投資家に移行可能な一般投資家 

上記以外の個人 特定投資家に移行できない 
 
◆移行手続き 

当社では、お客さまのお申し出により移行手続きを実施いたします。また、当社では「特

定投資家」の方に対しましても「一般投資家」と同等のサービス内容でお取引口座を提供

させていただきます。予めご了承ください。 

「一般投資家」から「特定委託者」「特定当業者」への移行の有効期間は 1 年とされていま

すが、当行では、移行後最初に到来する 11 月 1 日を「期限日」とさせていただきます。期

限日の翌日以降は元の投資家区分に戻りますので、継続をご希望の場合には再度、移行の

お手続が必要となります。なお、一般顧客から特定委託者又は特定当業者への移行につき

ましては、弊社の審査の結果、お断りする場合もございますので、あらかじめご了承くだ

さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



商品先物取引法の「特定委託者、特定当業者」制度と移行に係る「期限日」について 
 
◆特定委託者・特定投当業者制度 
お客様を「特定委託者」・「特定当業者」と「一般顧客」に分け、「特定委託者」「特定当業

者」に対しては販売・勧誘ルールを軽減し円滑な商品デリバティブ取引の利用ができるよ

うに、「一般顧客」に対しては、利用者保護を十分に図ることを目的に商品先物取引業者等

の販売・勧誘ルールを強化しました。 
 
◆「特定委託者」・「特定当業者」と「一般顧客」の区分 
区分 要件等 

特定委託者 
国、日本銀行、適格機関投資家、商品先物取引業者、商品投資顧問業

者、商品取引所の会員等、資本金の額が 5 億円以上であると見込まれ

る株式会社、上場株券の発行会社 等 

特定当業者 

特定委託者以外の法人で、以下の条件を満たす法人 
取組予定の商品デリバティブ取引に係る取引対象商品のすべてに

ついて当該取引対象商品である物品又はこれに関連する物品の売買等

を業として行っていること  
最初に商品先物取引業者との間で商品取引契約を締結した日から

起算して一年を経過していること  
一般顧客 上記以外の法人・個人 
 
◆移行手続き 

当社では、お客さまのお申し出により移行手続きを実施いたします。また、当社では「特

定委託者」・「特定当業者」の方に対しましても「一般投資家」と同等のサービス内容でお

取引口座を提供させていただきます。予めご了承ください。 

「一般顧客」から「特定委託者」「特定当業者」への移行の有効期間は原則として 1 年（特

定委託者・特定当業者から一般顧客へ移行された場合、移行期間の制限はありません。）と

されていますが、当行では、移行後最初に到来する 11 月 1 日を「期限日」とさせていただ

きます。期限日の翌日以降は元の投資家区分に戻りますので、継続をご希望の場合には再

度、移行のお手続が必要となります。なお、一般顧客から特定委託者又は特定当業者への

移行につきましては、弊社の審査の結果、お断りする場合もございますので、あらかじめ

ご了承ください。 
 


